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一般会計に見る原子力発電所関連歳入額（単位 百万円） 

 

 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 
 

① 一般会計歳入額 
55,682 54,306 48,987 48,400 49,600 50,300  

② 市税収入額 
16,131 16,007 15,741 16,083 15,764 15,769 市民税＋固定資産税 

原

発

分 

③ 発電所関連市民税  
5,009 4,331 4,218 4,526 5,045 4,195 市民税＋固定資産税 

④ 電源立地交付金等  
2,863 3,347 3,277 3,259 3,190 3,555  

⑤ 原発関連合計額 
7,872 7,677 7,495 7,785 8,235 7,750 ③ ＋ ④ = ⑤ 

⑥市税に占める原発市税分 31.1％ 27.1％ 26.8％ 28.1％ 32.0％ 26.2％ 
原発関連市税÷市税 

③ ÷ ② = ⑥ 

⑦一般会計に占める原発財源 14.1％ 14.1％ 15.3％ 16.1％ 16.6％ 15.4％ 
原発財源合計÷歳入額 

⑤ ÷ ① = ⑦    

 

＊23 年度より 26 年度は決算 

＊27 年度より 28 年度は当初予算 

 

 

 



  

柏崎刈羽原子力発電所の立地に伴う主な財源は、 

市税（固定資産税・法人市民税・使用済核燃料税）と、 

国や県からの交付金です。国や県からの交付金は、 

電源地域の振興などの目的で交付されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

■電源立地地域対策交付金 17 億 840 万円 

産業文化会館管理運営事業        2,300 万円 

元気館管理運営事業         1 億 8,000 万円 

学校教育施設管理運営事業      3 億 9,000 万円 

保育園運営事業           5 億 5,000 万円 

文化会館管理運営事業          4,800 万円 

市道柏崎 17- 3 号線整備事業          1 億円 

市道柏崎 7-145 号線整備事業       8,000 万円 

市道柏崎 9- 67 号線整備事業       3,400 万円 

よしやぶ川改修事業           2,740 万円 

除雪車整備事業             1,000 万円 

道路等維持管理運営事業         1,600 万円 

市道補修事業              5,500 万円 

陸上競技場整備事業           1,000 万円 

健康管理センター整備事業        1,500 万円 

荒浜運動場整備事業           1,300 万円 

第三中学校整備事業           3,600 万円 

給食施設整備事業            2,300 万円 

図書館施設整備事業           2,000 万円 

スクールバス整備事業          1,100 万円 

公共用施設維持補修事業基金       6,700 万円

 

 

■電源立地地域対策交付金           6 億 3,546 万円 

図書館管理運営事業              5,300 万円 

消防署運営事業            ３億 3,500 万円 

特別支援学級介助事業             3,700 万円 

予防接種事業              1 億 3,046 万円 

老人保護措置委託事業            8,000 万円 

 

■大規模発電用施設立地地域振興事業費                

                 県補助金 1 億 5,000 万円 

体育施設管理運営事業                    9,500 万円 

地域コミュニティ活動推進事業         5,500 万円 

 

■原子力発電施設立地市町村振興交付金                  

          （県核燃料税の地元配分）  8,667 万円 

比角小学校グラウンド整備事業            2,107 万円 

松浜中学校グラウンド整備事業           6,560 万円 



 

運営的経費   7億 8,878 万円の １/2   3億 9,439万円 投機的経費３億 6,153 万円の１/２ 1億 8,077 万円 

原子力関係啓蒙啓発対策費 原子力安全啓蒙啓発費 4,300万円 原子力安全対策費 

 

常備消防車両整備事業 

消防機械器具整備事業 

 

6,117万円 

324万円 原子力安全対策費 

 

 

 

 

 

災害対策事業 

原子力防災対策事業 

非常備消防職員人件費 

消防団員報酬 

消防団員費用弁償 

職員人件費 

490万円 

328万円 

934万円 

2,841万円 

1,458万円 

1 億 9,812万円 

民生安定対策費 

 

 

 

 

 

 

 

道路防災総点検事業 

橋りょう震災対策整備事業 

道路改良市費事業 

河川改修市費事業 

交通安全施設等整備事業 

施設整備事業（小学校） 

施設整備事業（中学校） 

第五中学校改築事業 

542万円 

6,716万円 

3,458万円 

3,433万円 

6,724万円 

645万円 

5,367万円 

2,827万円 

生業安定対策費 

 

企業立地事業 

誘客宣伝事業 

2,392万円 

3,474万円 

環境安全対策費 給食食材検査事業 5 万円 

民生安定対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

消融雪施設維持管理費 

除排雪経費 

交通安全施設等維持事業 

病院群輪番制病院運営費 

医療従事者確保事業 

休日急患診療所運営費 

東日本大震災被災者支援費 

風の街「こころの 

健康づくり」事業 

3,842万円 

1 億 8,560万円 

906万円 

1,939万円 

1,260万円 

3,638万円 

4,272万円 

 

519万円 

発電所との共生 

 

 

 

環境保全事業 

環境共生事業 

雇用対策事業 

産学連携支援事業 

5,613万円 

1,465万円 

690万円 

140万円 



■健全化判断比率 

 柏崎市 早期健全化基準 財政再生基  

実質赤字比率 該当なし 12.06％  20.0％  

一般会計などの実質的な赤字が、標準財政規模(標準的な収入のことで、標準的な税収に地方交付税と地方譲与税を加

えたもの)に対してどのくらいの割合であるかを示す指標です。 

連結実質赤字比率   該当なし 17.06％ 30.0％  

全会計の実質的な赤字が、標準財政規模に対してどのくらいの割合であるかを示す指標です。 

実質公債費比率 15.06％ 25.0％ 35.0％   県内ワースト 3位 ・全国ワースト 74位・類似団体 20/20位 

 

一般会計などの市の会計全体の実質的な借入金の返済額が、標準財政規模に対してどのくらいの割合であるかを示す

指標です。 返済額は、一般会計の返済額の他に公営企業会計などの借金返済を助けるために支出した費用（繰出金）

なども含めて計算します。 

市は、下水道事業などの社会資本整備を積極的に進めてきたため、比率が高くなっています。市町村合併に伴い解散

した広域事務組合の債務を継承したことや中越沖地震の災害復旧のための借り入れも比率が高い原因となっていま

す。全国平均 8.0％ 新潟県平均 12.2％ 

将来負担比率 

 

65.3％ 350.0％ －  県内ワースト 19位・全国ワースト 504 位・類似団体 12 位 

 

公営企業会計などを含めた市全体の会計が抱える実質的な負債の残高が、標準財政規模に対してどのくらいの割で 

あるかを示す指標です。負債残高には、市債残高や債務負担行為に基づく支出予定額などが含まれるほか、第三セ 

クターの負債も含まれます。 市は、実質公債費比率と同じ理由で全国でも高い比率になってい 

ます。全国平均 45.8％、新潟県平均 107.5％ 



 

 

類似市 16 位 県内ワースト 8 位                      

県平均 91.3％  全国平均 91.2％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市の経常収支比率は、平成 19年度に中越沖地震の影響で 104.1％と大きく悪化しました。 

２０年度からは減少したが、２３年度から再び上昇し、２４年度には９７．４％となった。 

平成２５年度は９３．８％、類似２０市では 16 位で、県内 20市の中ではワースト８位。 

26 年度は 91.9％と改善していますが、度重なる地震の影響などによる市税収入等の逓減や公債費支出の増嵩、施設の維持 

管理に要する物件費や扶助費・補助費等の経常的経費の増加により、依然として類似団体を上回っている状況にある。 

今後も公の施設の適正化や人件費の抑制などの行政改革を継続し、経常的経費の削減に努めていく必要がある。 

  

 

     類似市 柏崎市 

H22 87.9 95.7 

H23 89 96.1 

H24 90.2 97.4 

H25 89.3 93.8 

H26 89.9 91.9 
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類似団体 

柏崎市 

経常収支比率 

義務的経費（人件費・扶助費・公債費） 

や物件費・維持補修費を経常経費といいま 

す。経常収支比率は、市税・地方交付税な 

どの経常的な収入が経常経費にどの程度使 

われているかを示しています。 

 この比率が高いと景気の変動や地域社会 

の変化などに対応する力が低いといわれて 

います。 

 



 

 

 類似市 ９位         

県内平均 0.50 全国平均 0.49                       

   

 

 

 

 

 

 

市民税が当初予算を上回る税収となっているため、０．７０となっているが、原発財源の逓減や市町合併に伴い、近年低 

下傾向にある。 単年度指数で平成１２年度に１を割り、平成１６年度まで０．９台であったが、合併により０．７台まで

低下をしている。 

不断の行財政改革に取り組み、持続可能な財政基盤の構築と更なる財政健全化に努める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 類似市 柏崎市 

H22 0.61 0.74 

H23 0.71 0.7 

H24 0.7 0.7 

H25 0.71 0.7 

H26 0.72 0.7 
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財政力指数 

 

地方交付税（普通交付税）を配分するための指標

で、指数が小さいほど財政力が弱く、１を下回っ

た場合は地方交付税が交付されます。 

 柏﨑市は、平成 12 年度以降、普通交付税の交 

付を受けています。 

類似２０市中９位。 

全国平均 0.49 

新潟県平均 0.50 

 

 



類似市 20 位         

県平均 12.2％ 全国平均 8.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏崎市の実質公債費比率は、公共下水道及び農業集落排水などの社会資本整備を推進してきた結果、普及率は全国平均 

を大幅に上回る状況となったが、これらの事業の財源の多くは、地方債に依存してきた。さらに、度重なる震災により、多

額の災害復旧事業債の発行により、地方債残高が増大した。 

また、市町合併に伴う一部事務組合の債務の継承も加わっている。これらが実質公債費比率を押し上げている要因となっ 

ている。健全な状態に向かうため、起債の自主規制を行うとともに、行財政改革等に取り組み、今後も実質公債費比率の抑

制に努めていく必要がある。 

 

 

 類似市 柏崎市 

H22 12.9 22 

H23 12.2 20 

H24 11.3 19 

H25 10.4 17.7 

H26 9.4 15.6 
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実質公債費比率 

 

実質公債費比率が高いほど、市の収入に対する

借金返済の割合が高く、財政の弾力性と自由度が

乏しいといえます。柏崎市の実質公債費比率は、

依然として高めです。 

実質公債費比率が 18％を超えると、地方債許

可団体に移行する。また 25％を超えると、単独

事業の起債が認められなくなり、起債制限団体と

なります。 

 



 

類似市 ９位         

県内平均 0.50 全国平均 0.49  

 

 

 

 

 

 

 

 

公共下水道及び農業集落排水などの社会資本整備の推進や市町合併時の債務継承及び震災の影響から、依然として類似 

 団体を上回る６５．３％となっているが、市債の繰上償還及び公営企業会計の補償金免除繰上償還などに取り組んだ結果、

改善傾向にある。ただし、今後も厳しい財政状況が見込まれることから、健全な財政運営に努めていく必要がある。 

  この将来負担比率は、私たちの暮らしに例えると「住宅ローンを組むにしても年収の 3 倍程度が限界」といわれている 

ように、標準財政規模の 3.5 倍程度を上限に財政運営を行なっていくことが重要です。 

 

 

 

 

 類似市 柏崎市 

H22 88.1 152.9 

H23 69.6 129.7 

H24 57.6 104.7 

H25 48.3 87.8 

H26  44.4 65.3 
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将来負担比率 

 

将来負担比率とは、地方公共団体が現在抱えて

いる負債（地方債の返済額及びこれに準じる

額）の大きさを、財政規模に対する割合で表し

たものです。 

この比率が高いと、将来的に財政が圧迫される

可能性が高くなります。都道府県・政令市では

４００％、市町村では３５０％を超えると、危

険水域と考えられています。 

 

 



基金（貯金）残高、 １３１億３０２８万円 市民一人当たり 14万 9000円 

市債（借金）残高、 ５４１億９００８万円 市民一人当たり 61万 7000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金 ＝ 大幅に税収が減少した場合や災害などの予定外の支出に備える「財政調整基金」や、市債の返済に備える「減

債基金」などがあります。この他、特定の目的を達成するための「特定目的基金」があります。 

起債 ＝ 公共施設の建設は、多額の経費が必要です。そのため、建設費用の一部を市債（借金）で賄います。将来世代

の方にも返済をしていただくことで、世代間や建設後に転入した市民の負担を公平にすることもできます。 

 市債（億円） 基金（億円） 

H22 574  151  

H23 563  131  

H24 568  147  

H25 560  139  

H26 542  131  0
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１、合併特例よる合併算定替、合算特例が失効し 5年間で消滅 

  合併 10年間は合併前と同じように各市町村の交付税が合算されて交付される。11年目から 5年間段階

的に減額され算定替えはゼロになる。 

２、電源立地地域対策交付金のトップランナー方式による減額 

「みなし交付金制度」より稼働実績方式への移行による交付金の減額 

３、公共施設やインフラの維持管理費の確保 

建設後 30年経建物 30％以上、20 年以上を含めると約 63％。今後 10年間に大規模改修が集中し、建て

替え更新は平成 40年から始まる。全ての施設の更新をするには、今後 40年間で 4,674 億円必要。 

４、少子高齢人口減少による市税の減少と扶助費の増大 

  財政運営の歳入では、人口減少により就労人口が減少し市税収入の減少が懸念される。歳出に於いて 

は、扶助費（福祉や社会保障関連経費）が増大する。 

 

 



１、合併特例よる合併算定替、合算特例が失効し 5年間で消滅 

 

合併算定の減額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２、電源立地地域対策交付金のトップランナー方式による減額 

  原発が再稼働したこれからは、実際の発電電力量に基づいて交付金額を算定し直します。 

全国４３基の原発のうち平均稼働率が６８％を下回るのは１８基。多くの原発は再稼働で交付金が増える可能性が高く、再稼働に向けた 

動きが強まる恐れがあります。 

  柏崎刈羽原発は、２０００年代に東電のトラブル隠しや中越沖地震によって運転停止が相次いだため、７基合計の平均稼働率が約４８％ 

と１５年度までのみなし稼働率と比べ３０ポイント以上落ち込みます。 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 減額％  金額（万円） 

２８年度 １０ －８,９００  

２９年度 ３０ －２６,７００  

３０年度 ５０ －４４,５００  

３１年度 ７０ －６２,３００  

３２年度 ９０ －８０,１００  

３３年度 １００ －８９,０００  

合併後１０年間は、合併前の柏崎市・西山町・高柳町の交付税が交付さ

れる。 

合併後１１年目から５年間の激減緩和措置により６年目で１００％減

額される、合併後の柏崎市としての交付税となる。 

 

 柏崎市の場合、８億９０００万円減額される。 



３、公共施設やインフラの維持管理費の確保 

公共施設に充てられる財源の限界 

財政状況は、原子力発電所の運転停止や少子高齢化による人口減少などの影響により、歳入の根幹である市税収入の伸びは期待できない。 

歳出では、扶助費（福祉や社会保障関係経費）の増加傾向などにより、予断を許さない状況が予想される。 

 

平成 24 年度から 10 年間の財政計画では、公共施設の整備更新などに支出できる投資的経費は、毎年度約４０ 億円程度を計上。 

公共施設の整備更新や維持管理に支出できる財源には限界があることを前提に、公共施設の在り方を検討する必要がある。 

 

 市は、現在保有する全ての建築物及び道路・橋りょうを対象として、今後４０年の改修・更新費用を推計。約 2,491.5億円が必要。 

年平均では約 62.2 億円となります。 

平成 26年度の投資的経費、約 49.2億円を基に試算、年平均約 13 億円（40年間合計で約 520億円）の財源不足が生じる。 

 

公営企業会計としては、上水道・下水道、浄水施設、下水処理場及びポンプ場を含めた更新費用は、今後 40年間で、約 2,182.7億円。 

年平均では約 41.2 億円、 

平成 26年度の公営企業会計における投資的経費は、23.9億円で、年平均約 17.3 億円（40年間合計で約 692億円）の財源不足が生じる。 

 

普通会計及び公営企業会計の合計額 （単位：億円） 

区  分 40 年間の更新額 年平均更新額 平成 26 年度決算額 財源不足額 

普通会計 2,491.5  62.2  49.2  13.0  

公営企業会計 2,182.7  41.2  23.9  17.3  

計 4,674.2  103.4  73.1  30.3  

 

 

 



４、少子高齢人口減少による市税の減少と扶助費の増大 

 

市財政状況への影響 

人口減少は家屋の減少による固定資産税の減収や地価の下落を招き、中心市街地の衰退と地価下落は市税収入に大きく影響する。 

市街地の衰退とともに財政力の低下が進むものと考えられる。 

 

生産年齢人口の減少や企業の経営悪化に伴い、市税収入が減少し財政が悪化することで、同じく市民サービスの低下が懸念される。 

 

高齢者数は平成 37 年まで増加し続けると予測されることから、扶助費（医療・福祉に関する費用）の増加（１人３０万円）が予想される。 

 

財政規模の減少傾向によって、拡大する行政需要や住民ニーズへの対応、公共施設の整備や維持修繕など、必要とされる市民サービスの低下が

懸念される。 

 

 

 

 


